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要約 1	 イノベーションの意義を再考すると、目的ではなく手段であるべきと確認で
きる。顧客体験を刷新し、新しい顧客や市場を創造して、自社の新たな成長
を実現することを第一義にしなければならない。

2	 本シリーズで紹介してきた事例から得られた示唆を整理すると以下のとおり
である。①顧客・市場の洞察と染み出し領域への挑戦、②バックキャスティ
ングと領域策定に基づく思い切ったベンチャーサポート、③新規事業領域に
おけるポートフォリオ的考え方（失敗の許容）、④人材ポートフォリオと優秀
人材の再定義、⑤成長に向けた企業の状態の創造。

3	 本シリーズのまとめとして、経営の視点から企業としてイノベーションを推
進するには何を変革すべきなのか、何から着手すべきなのかを、①目指す姿
と実現手段の具現化、②染み出しを徹底する風土づくり、③新規事業の業務
プロセス明確化と権限委譲、④人材ポートフォリオの構築、の 4点から提言
する。
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価値創造のためのイノベーションの再考

Ⅰ	 イノベーションに取り組む意義の再考

シリーズ「価値創造のためのイノベーショ
ンの再考（以下、「本シリーズ」）」もいよい
よ最終回である。これまで 9 回にわたって、
日本企業を中心に先進事例を紹介してその要
諦を解説し、そこから得られる示唆を考察し
てきた。ここで、日本企業がイノベーション
に取り組む意義を振り返ってみたい。

本シリーズ第 1 回では、ヨーゼフ・シュン
ペーターのイノベーションの定義について触
れたが、イノベーションは新しい製品や技術
にとどまらず、組織や社会全体の進化と成長
を促進する重要な要素として捉えられるべき
である。プロセスやマーケット（新市場）、
サプライチェーンや組織に関する変革に見ら
れるように、さまざまな領域でイノベーショ
ンを創出することができる。

多くの日本企業は、長らくイノベーション
の創出を声高に叫んでいるが、画期的なイノ
ベーションが創出されたケースは少ないとい
わざるを得ないのが実情である。そこで、あ
らためてイノベーションが生まれにくくなっ
ている理由を考察してみる。

筆者は、多くの日本企業がイノベーション
を目的化してしまっていることにその原因が
あると考える。イノベーションは目的ではな
く、あくまで手段なのである。しかしなが
ら、目的化してしまうあまり、イノベーショ
ンを起こすための新たな組織をつくり、イノ
ベーション創出に向けた取り組みを目に見え
る形で進めようと試みている。ベンチャーへ
の少額出資、新規事業創造組織やオープンイ
ノベーション組織の設置、ステージゲートで
の事業創出プロセス管理などがその典型例と

して挙げられるが、時間の経過に伴い形骸化
してしまっている活動も少なくなく、筆者か
らすると、イノベーションを推進しているポ
ーズを取っているようにしか見えない。

実際のところ、新規事業創造のために立ち
上げられた新たな組織は社内でさほど注目も
重視もされていないものである。従業員にと
っては、主力事業にかかわる組織にいた方が
出世が早い傾向があり、新規事業創造組織は
割に合わないと思われている。

また、シリコンバレーにオープンイノベー
ションの拠点を設置する企業があるが、さま
ざまな意味でそこでの活動は日本本社にいる
経営者とは距離があり、その活動成果から新
しい製品やサービスを創出したケースは極め
て少ないのが現状である。結果的に、コスト
の高い情報収集拠点にとどまっているものも
ある。

こうした事例からも、目的化したイノベー
ションはうまくいかないことが分かる。本来
の目的はイノベーションの創出ではなく、違
うところにあるはずである。

日本経済は長いデフレのトンネルをやっと
抜け出そうとしている。今後、成長し続ける
には、まず、既存事業をより安定させるため
に、顧客や社会・経済環境の変化に対応し続
けなければならない。また、それだけでな
く、変化を先読みし、市場や顧客を創造しな
ければならない。そのためには、単なる製品
提供ではなく、顧客体験を刷新すること、具
体的には、ソフトウエアやネットワークサー
ビスとの連携など、顧客体験の変革が必要に
なる。顧客や顧客を取り巻く市場環境、社会
環境の変化から、既存事業を深耕するととも
に、新規事業領域を探索しなければならない。
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このような考え方に基づき、本稿ではこれ
まで紹介してきた多様な事例から、イノベー
ションを持続的に推進するための示唆をまと
める。

Ⅱ	 イノベーションを持続的に
	 推進するための示唆

本シリーズでは、第 2 回から第 9 回までさ
まざまな企業の事例を見てきた。そこから多
くの示唆を得ることができたが、ここでは、
イノベーションを持続的に推進するための示
唆として、次の 5 点について詳述する。

1	 顧客・市場の洞察と 
染み出し領域への挑戦

日本企業では、顧客・市場に対する洞察を
強化するために、本社部門の中に専門部隊を
設置することがある。しかしながら、そうし
た専門部隊が先読みした将来の顧客・市場の
姿からバックキャスティングしたシナリオ
は、必ずしも現在の事業の延長線上にあるシ
ナリオになるとは限らない。目の前の事業に
対応することに手一杯で、顧客を取り巻く市
場や業界の中長期的な変化を見通す意識を持
てていない現状では、未来シナリオのような
ものを提供されたとしても、彼らが主体とな
って新しい事業を創造することは難しい。

経営層としてはまず、顧客や業界の動向を
社内で共有し、自社がどのようなことを先ん
じて取り組んでいけるかについて議論する場
をつくりたい。顧客の業界がどのように変化
しているのかを把握できれば、既存事業を推
進する事業部門は、その知識を現在の顧客と
の議論やそれを通じた関係性強化に活用でき

るであろう。また、関係性を強化する中で、
通常では自社の営業部門が接している顧客企
業の購買部門に加えて、技術部門の責任者、
経営企画部門、さらに経営層などと接点をつ
くっていくことができれば、既存事業の強化
につながるはずである。

こうした活動については、本シリーズ第 4
回で紹介した横河電機における「未来共創イ
ニシアチブ」の活動が大いに参考になるだろ
う。その活動では同社の専門部隊がメガトレ
ンドを打ち出し、顧客にとってそれがどのよ
うな意味があるのかまでをシナリオに落とし
込んで、顧客に解説することを定常化し、そ
の場に通常の事業部門も参画させて顧客の今
後の活動の方向性について議論している。横
河電機ではこうした活動を経営者自らがハン
ズオンで牽引し、製品販売とは異なる形で顧
客との接点を創造しているところが、最大の
ポイントである。こうした活動は、既存事業
部門にとって顧客との新しい接点をつくる貴
重な機会になることに加えて、経営層がハン
ズオンで取り組むことにより、市場と顧客の
理解を深めることへの意識づけも強化され
る。

また、同じく第 4 回で紹介した日東電工が
行っているような、自社が持つ技術を活用で
きる、いわゆる染み出し領域を常に探る活動
も重要である。こうした活動は、まさしくイ
ゴール・アンゾフの成長マトリックスのよう
に、製品・技術、顧客・市場それぞれの既存
領域における強みやリソースを活用し、新し
い製品領域や市場領域を開拓するものであ
る。日東電工ではそれを「三新活動」として
組織に根づかせているところが特徴といえ
る。染み出しによる新しい用途や新しい製品
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の比率を事業計画段階からモニタリングして
おくことで、顧客や市場を理解することに対
する意識を高めている。

このように、経営層としてイノベーション
を全社的に推進するには、顧客・市場に対す
る洞察と染み出し領域への挑戦が欠かせな
い。

2	 バックキャスティングと 
領域策定に基づく思い切った 
ベンチャーサポート

未来シナリオを構築する際には、自社にと
って大きく離れた、いわゆる飛び地となるよ
うな事業領域に取り組むこともあるが、それ
を本社の新規事業創造部門だけで担うのは困
難である。おそらく画餅に終わってしまうこ
とであろう。

こうした課題に関して、本シリーズ第 3 回
で紹介したオムロンが推進している取り組み
は非常に学びが多い。

オムロンは血圧計などの製品供給にとどま
らず、ヘルスケア事業を第二の柱としようと
している。その一環で、生活習慣病由来の重
症疾患発症を予防する「ゼロイベント」の実
現を目指しているが、その際、医療従事者や
保険者など複数のステークホルダーとの協働
が不可欠であるとの課題に直面した。そこ
で、同社のデバイスから取れるバイタルデー
タだけでなく、健康診断のデータや通院履歴
などの医療データを組み合わせれば、ゼロイ
ベント、予防医療の促進を実現できると考
え、データ事業を推進しているJMDCを買収
した。

注目すべきは買収後のPMI（買収後の統合
プロセス）である。オムロンは、JMDCのビ

ジョンを最大限に尊重し、JMDCのビジョン
実現をサポートするというスタンスを明確に
したのである。

まさにこのスタンスこそが日本企業に足り
ないところである。買収した企業はどうして
も自社のカラーに染めたくなってしまうもの
である。買収する側にもされる側にもメリッ
トがあるのが企業買収の本来あるべき姿なの
に、買収が目的化してしまい、自社の経営方
針、事業方針、企業文化との連携を推し進め
ようとすることが多い。

ところがこうした活動は、被買収企業にし
てみれば迷惑な話であり、買収企業のハード
ウエアの販促、販売連携などを強要されてし
まうと、名ばかりのシナジーの下でその企業
がもともと持っていた強みが失われてしま
う。

被買収企業に対して既存事業とのシナジー
を強要して失敗するケースがあれば、逆に、
関与を薄くするあまり、出資をしても情報収
集にとどまり、買収の成果が表れないケース
もある。少額出資だけして、情報収集目的で
取締役が派遣されるパターンは後者の典型例
といえよう。このケースはベンチャーへの出
資そのものが目的化しており、いってみれ
ば、新しいことに取り組んでいるポーズを取
っているにすぎない。それではベンチャーに
とっては買収の意味が見いだせないばかり
か、むしろ足を引っぱられるだけである。形
式的な買収のために出資するくらいならば、
自社のビジョン実現にどうしても必要なリソ
ースを持つ企業を戦略的に買収した方がよ
い。被買収企業と自社のビジョンが合致して
いれば、オムロンのように、被買収企業のビ
ジョンを実現するために徹底的にサポートす
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らず目にしてきた。
そこで風土改革である。企業風土を変えら

れるのは経営者のリーダーシップにほかなら
ない。本シリーズの第 4 回では、レゾナック
が推進している風土改革を紹介した。レゾナ
ックでは、「化学の力で社会を変える」とい
うパーパス・バリューに基づき、それらを自
分ごと化するために、企業風土を改革しなが
ら、従業員の行動を変える施策に戦略的に取
り組んでいる。具体的には、「ありたい姿」
の実現に向けて仲間を巻き込みながら実践す
るコミュニティづくりに取り組んでいる。ま
た、CEOとCHRO（最高人事責任者）が「モ
ヤモヤ会議」を運営し、バリューや共創とい
った考え方の浸透を図っている。このように
トップ自らが率先して行動することが、企業
風土の改革に寄与しているのである。

新規事業の成功確率は高くはないが、ピボ
ットの繰り返しにより、新規事業創造に際し
てポートフォリオ的な考え方を持つことがで
きる。そのためには、挑戦し続ける風土、す
なわち、失敗を許容し失敗から学ぶことでそ
れを無駄にしない風土の醸成が必要不可欠で
ある。それにはレゾナックのようなトップの
姿勢が求められる。

4	 人材ポートフォリオと 
優秀人材の再定義

新規事業創造には、従来優秀といわれてき
た人たちとはタイプの異なる人材も必要とな
る。本シリーズ第 4 回で紹介した横河電機の
事例でも述べたように、企業はそうした個性
的な人材の要件こそ明確にしなければならな
い。横河電機のケースでは、①長期のシナリ
オを持ち、未来シナリオが創造できる、②リ

ることが望ましい。
ベンチャー買収を検討するに当たっては、

まずは自社のビジョンを確認して、それを実
現するために足りないものをリストアップし
ておく必要がある。そのうえで、不足分を補
えるようなリソースを持ち、できれば同じよ
うなビジョンを有し、ともに歩めるようなベ
ンチャーを探すのである。そのような企業が
見つかったら、中途半端な出資ではなく全面
的に投資し、最終的にはともに事業を推進す
ることまで視野に入れるべきである。PMIの
際には、自社のカラーに染めるのではなく、
ベンチャーの持つ迅速な事業運営をいかにサ
ポートできるかという視点に立つことが求め
られる。

3	 新規事業領域における 
ポートフォリオ的考え方 

（失敗の許容）
本シリーズでは、さまざまな企業の事例を

紹介してきたが、そこからいえるのは、新規
事業の創造はそれ自体が目的ではなく、常に
顧客や市場の変化を捉え、戦略を実行する力
を高めることが重要ということである。その
ためには、常に変化に目を配り、戦略に挑戦
し、実行し続けられる人と組織を、経営層が
いかにつくっていけるかがカギとなろう。

しかしながら、実際は、常に新しいことに
チャレンジしろといいつつも、いざ新しい事
業や投資案件を上申すると、失敗がないよう
確実な成功を求める経営層がほとんどではな
いだろうか。一方、現場サイドも現実的な質
問を繰り返されると、失敗は許されないと考
え出し、上申そのものをしなくなってしまう
ものである。筆者もそうしたケースを少なか
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ーダーにもフォロワーにもなれる、③組織を
越え、さまざまなコミュニティとネットワー
クを組成できる「バウンダリースパナー」が
要件として挙げられていた。これらの要件
は、既存事業で高く評価される人材要件とは
必ずしも同じではなく、むしろ大きく異なっ
ていることが特徴である。

多くの日本企業では、優秀な人材を早期か
ら育成するプログラムが取り入れられてお
り、組織から推薦された人材に、組織によっ
て事前に描かれたキャリアパスを先行して歩
ませ、経営層へと駆け上がらせようとしてい
る。しかし、そこでは既存事業をそつなくこ
なすことのできる人材が推薦されるケースが
ほとんどであり、組織の境界線を越えて活躍
するような人材に焦点が当たることはめった
にない。その結果、選抜されたメンバーが、
経営層からすれば小粒な人材にしか見えない
こともある。実務に携わる組織長と、経営層
が求める人材に隔たりがあることは決して少
なくないのである。

新規事業創出に限らず企業を持続的に経営
するには、人材にもポートフォリオが必要で
ある。つまり、既存の事業を着実にこなし、
成長させられる人材と、社会や顧客の変化を
注視し、しかるべき対応を実行できる人材、
といったように、タイプの異なる人材が共存
することを認識したうえで、人材ポートフォ
リオとしてそれらの人材を適材適所に配置す
ることがポイントとなろう。

そこでは、企業の成長にはさまざまなタイ
プの優秀人材が必要であるという認識に基づ
き、お互いをレスペクトする姿勢が求められ
る。経営層は、どちらがいい悪いではなくど
ちらも必要であり、お互いに補完することで

企業が持続的に成長するというメッセージを
明確に打ち出していきたい。

5	 成長に向けた企業の状態の創造
経営者としては、いかに企業の持読的な成

長に必要な状態を創造するかは大きな課題で
ある。企業が成長するには、まずバランスシ
ート（BS）を強化しなければならない。PL

（損益計算書）を重視した短期思考ではな
く、企業が常に利益を出せる状態をいかにつ
くれるかを考えるべきである。BSは企業の
資産、負債、資本で構成されるが、とりわけ
必要なことは実はBSの簿外にある。技術、
顧客資産、ビジネスモデルといったものは企
業にとっての将来の価値を生み出す、すなわ
ち稼げる力を創造する源泉なのである。

たとえば顧客資産について見てみると、携
帯電話のキャリアは、従来の大手 3 社に加え
て楽天が新規参入しているが、通信サービス
そのものに差別性はなくなっている。そこ
で、使い続けてもらうために顧客にとってい
かに魅力的な価値を提供できるかがポイント
となっている。NTTドコモがエンタテイン
メントやスポーツ事業に取り組むのはこうし
た理由である。顧客がNTTドコモと契約し
続けたいと思うような状態をつくり出し、顧
客資産をいかにより良好な状態にしておける
かという思想がその背景にある。

事務機業界も同様である。リコーが「MFP
（複合機）再価値化」といっているのは、テ
レワークの普及やDXの進展により今後の成
長があまり期待できないMFP事業ではある
が、顧客のオフィスにMFPが配置されてい
る強みを最大限に活かそうという意味であ
る。もっというと、同社の顧客資産（MFP
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のような価値を創出し得るのかを考え、経営
者には、どのような顧客価値に転換するかに
ついて、企業トップとして強く関与すること
が求められる。なぜならば、戦略自体はある
意味コモディティであるが、それを実現する
のは人・組織といった自社固有のリソースで
あり、自社が持つ技術を活かした独自の事業
を創造するにはこうしたリソースを最大限に
活用し、顧客の特性を踏まえた価値の創出に
つなげていくべきだからである。

本シリーズ第 3 回では、ソニーグループの
技術戦略コミッティを取り上げたが、そこで
は、同じ専門性を持つ技術者たちが、事業の
垣根を越えて多様な事業における最先端の技
術情報を共有・議論することで、グループ全
体の技術力強化につなげている。顧客価値の
面でも、10の戦略的技術領域から将来どのよ
うな価値を創造できるのかについて、多様な
観点から議論がなされている。またそこでは、
技術力が強化されるだけでなく、議論から導
き出された結果を、技術者が経営者や投資家
に分かりやすく伝える力も養成されている。

完成品は顧客価値を比較的イメージしやす
いが、素材・化学の領域においては、その技
術領域の顧客価値への転換は複雑なプロセス
を経るため、分かりやすく伝えるには一工夫
が必要になる。

その観点で、三菱ケミカルグループが2024
年11月に発表した中期経営計画では、「つな
ぐ」をテーマに掲げ、技術領域の顧客価値へ
の展開を分かりやすく提示している注。これ
は、社内の複数の技術領域と社外のリソース
をつなぎ、独自の顧客価値を創造することを
うたっている。たとえばEV（電気自動車）
向けのバッテリーパックカバー材の創造など

を利用している顧客資産）に対してデジタル
サービスを展開しているのである。

このように、顧客資産を豊富に持つ企業は
それを活かし、いかに将来の事業に展開でき
るか、その結果、顧客資産をいかに太くして
いけるかを常に考えなければならない。

このようなことを念頭に置いたうえで、顧
客とより太くつながることのできるビジネス
モデルを創造していくのである。そのために
は人材が不可欠であるが、人材確保に際して
企業として求める要件、また、どれくらいの
規模を想定しているのかを外部に周知してお
くことが重要である。

たとえば、本シリーズ第 8 回で紹介した日
立製作所は、中期経営計画に連動した「人財
戦略」を構築し、必要とする「人財モデル」
を定義するだけでなく、その内容を外部に提
示した。そこでは、目指す企業の状態（人財
モデル、規模感）を明確にしたうえで、現在
どのような状態にあり、目指す姿とのギャッ
プを埋めるにはどのような取り組みを実施し
ようとしているかについて開示している。

技術は財務諸表には表れないが、同様に重
要な簿外資産である。日本は長らく技術立国
といわれてきたように、日本企業には技術力
に対する自負がある。昨今、「技術で勝って
事業で負ける」とよく耳にするが、実は結
局、技術でも事業でも勝てていないことを意
味しているのではないだろうか。技術は、そ
れ自体が価値を持っているのではなく、顧客
や社会にとって有益な状態になってはじめて
価値を持つ。すなわち、技術については顧客
価値にいかに転換できるかを考えることが前
提となる。

日本企業はその技術領域が顧客にとってど



価値創造のためのイノベーションの再考

87第10回　イノベーション強化のための経営のあり方

ベント化の実現を目指す姿と捉えている。オ
ムロンのように目指す姿を外部に発信するこ
とはその第一歩となる。そのうえで、実現に
はどのような手段があるのかを具体的に考え
るのである。

オムロンは、JMDCを買収した際に車載部
品事業を売却している。この決断には当時の
山田義仁社長が将来のポートフォリオに込め
た強い意思が反映されている。すなわち、ヘ
ルスケア事業をデバイス事業からデータ事業
に転換して第二の柱とすべく、全社のポート
フォリオを入れ替えたのである。これは経営
者にしかできない意思決定であろう。

また、JMDCのビジョンが、オムロンが実
現したい姿と一致していたことから、JMDC
とのPMIでは、オムロンはJMDCのサポート
に徹している。また、その後に立ち上げたデ
ータソリューション事業本部に対しても、オ
ムロンが単にハードウエア、コンポーネント
を販売する企業ではなく、データを活用した
ゼロイベント化や生産革新など、さまざまな
領域での事業モデルの革新を実現する会社を
目指していることを示している。

目指す姿を実現する手段については、自社
の技術やリソースに閉じず、ベンチャーなど
の力を活用して事業を大きく変革するところ
まで踏み込み、具体的な手段を描き出すこと
が重要である。その際には、何を実現したい
のかを明確に提示できるものを持っているこ
とが望ましい。

本シリーズ第 5 回で紹介したコマツは、オ
ープンイノベーションを推進する際、将来の
ビジョンや時間軸の入った技術マップを動画
にまとめているが、そのような動画を作成す
ることも有効な手段であろう。社外と連携す

これまでの実績を挙げ、他社との連携から新
規事業創造を推進する重要性について言及し
ている。このことを投資家などの社外ステー
クホルダーだけでなく、社内に向けて発信し
ていることも特徴として挙げられる。

新規事業創造には、企業がどのような状態
であるべきなのかを明確にしたうえで、技
術、人、組織への投資を推進し、持続的にイ
ノベーションを創出できる状態にしておくこ
とが必要である。

Ⅲ	 イノベーション推進に向けて

本シリーズのまとめとして、経営の視点か
らイノベーションを推進するには何を変革す
べきなのか、何から着手すべきなのかを述べ
る。具体的には次の 4 点である。

1	 目指す姿と実現手段の具現化
第一に必要になるのが、自社がどのような

顧客価値の提供を目指すのかを発信すること
である。自社製品にかかわる市場が仮に成長
市場ではなくなったとしても、市場の見方や
捉え方を変えれば、成長領域が存在している
こともある。たとえば事務機では、資料のコ
ピーやFAXといった観点では確かに成熟市
場といえるが、「働き方を変革する」「働き方
に喜びをもたらす」といった観点で市場を捉
えれば、成長市場といえるのではないか。要
は、そこから何を目指すのか、どのような価
値を提供したいのかを考えることがポイント
なのである。

この観点でいえば、前述したように本シリ
ーズ第 3 回で紹介したオムロンは、診断機器
をデバイス市場と捉えるのではなく、ゼロイ
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役割がどのように変化するのか、そうした変
化に対して顧客はどのように対応するのか、
が挙げられる。そうした分析や考察を新規事
業開発に結びつけるには、既存事業部門の中
に専門部隊を配置するといい。その専門部隊
がマクロの環境変化に関する情報を入手・分
析することで、既存顧客に提案する新技術や
新用途の検討、新技術を活用した新用途の開
拓、その用途にマッチする新顧客の開拓が加
速することが期待される。

こうした染み出しを徹底する企業風土を形
成するには、新規事業領域を定義し、売上目
標や利益目標を既存事業と同列に管理するの
も効果的な方法といえるかもしれない。

一方で、既存事業は大きな山であり、これ
を動かすのは並大抵のことでないのも確かで
ある。本シリーズ第 4 回で紹介したように、
日東電工は1950年代後半に「三新活動」を開
始したが、「新製品開発」「新用途開拓」「新
需要創造」といった染み出しを徹底するまで
相当な年月を要した。なぜならば、経営者の
リーダーシップはもちろんのこと、事業部門
に対する持続的な浸透活動がどうしても必要
だったからである。今や、日東電工における
三新活動は経営層から現場まで基本行動とな
っているが、それは三新活動を予算計画の作
成に落とし込み、組織の基本行動を変えるた
めのアクションを愚直にやり続けてきたため
である。

また、前述したマクロ環境変化を分析する
専門部隊については、最初は既存事業から少
数の意識の高いメンバーを招集して小さく始
めるという進め方でもよい。この取り組みに
ついては、第 4 回で紹介した横河電機の「未
来共創イニシアチブ」が参考になる。横河電

るのであればなおのこと、自社のビジョンに
共感してもらえるかを確認することに力を入
れる必要がある。こうした取り組みは経営者
のリーダーシップなくしては実現できない。

2	 染み出しを徹底する風土づくり
イノベーションは「飛び地」の領域におけ

る新規事業だけではない。むしろ最も重要な
のは既存事業からの「染み出し」であると筆
者は考えている。自社技術を活用した新しい
用途の開拓、また、自社の持つ販売チャネ
ル、顧客などを用いた新しい製品や技術の開
発・改良が重要であり、こうした地道な活動
を続ける染み出し領域の取り組みの徹底が必
要なのである。

そのため事業部門は、現在の製品に関する
新しい用途や新しい顧客を探し続けることに
加え、既存顧客に対しても提供している製品
の周辺領域で新しいソリューションをどう組
み合わせるべきかを模索することが求められ
る。イノベーションに結びつけるには、そう
した取り組みを習慣化しておくといい。こう
いった取り組みは失敗の連続かもしれない
が、それでもなお挑戦の継続が求められてい
るのである。

それには、新規事業創造組織のみで新規事
業開発を行うのではなく、既存事業部門もし
っかりと考える風土をつくり出さなければな
らない。そうした風土が形成されていない
と、新規事業創造組織がせっかく新規事業の
芽を創出しても、事業として推進する引き取
り手がいないという事態がしばしば起こる。

既存事業部門も、顧客の業界がどう変化す
るかを常に考えておきたい。たとえば自動車
業界では、顧客にとってモビリティの機能や



価値創造のためのイノベーションの再考

89第10回　イノベーション強化のための経営のあり方

かるという性質上の課題を抱えている。それ
以外にも、収益化が難しい、責任権限の範囲
が不明確、事業化の判断基準があいまい、と
いった難題にも対峙しなくてはならない。
個々の業務には属人的になりやすい面がある
が、成果を出す組織として機能させるには属
人化をできるだけ回避しなければならず、そ
のためには、業務プロセスを明確にしておく
必要がある。オムロンは属人的になりやすい
プロセスを「事業創造プロセス」と定義して
いる（図 1 ）。

フェーズ 1 のビジネスモデル仮説設計で

機では、まず本社直轄の部隊が未来シナリオ
をつくり、その後、事業部門の有志を集い、
シナリオを基に領域別のメガトレンドを描
き、顧客の業界における市場環境・事業環境
の変化を分析して、顧客と議論する場を設け
ている。このような段階的な取り組みを視野
に入れつつ、着実に一歩一歩進んでいくこと
が望ましい。

3	 新規事業の業務プロセス明確化と 
権限委譲

新規事業組織は成果が出るまでに時間がか

図1　オムロンにおける「事業創造プロセス」の全体像　
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説に対する事業化にかかる期間と投資額を設
定するとともに、事業化可否が判断できるよ
うな適切なKPIを定めている。

そしてフェーズ 4 の事業ローンチでは、 3
年以内の黒字化を原則として、その間の活動
原資をオムロンが投資する。事業計画を推進
する権限は事業責任者に委譲されている（図
2 ）。

オムロンの事例から学べる示唆は、新しい
価値を創造するにはプロセスの明確化と、各
プロセスにおいて魂の入った運用をすること
の重要性である。

ステージゲート法などのプロジェクト管理
手法を用いて新規事業を推進している企業は
多いが、ややもすれば官僚的な運用になって
しまうと思われる。典型例としては、市場環
境が変化し、当初の目標の意味が薄らいでい

は、事業規模や収益性、競合優位性を具体化
している。この段階では仮説に変更が生じ得
ることを想定し、あまり細部は詰めないよう
にしている。また、目安は 3 カ月と決めて時
間をかけすぎないようにしている。多産多死
であることを認識して取り組んでいる点が特
徴といえよう。

フェーズ 2 の顧客価値検証では、仮説の検
証と再検討を繰り返している。ここでは、仮
説が間違っていたとしても、それは失敗では
なく大きな成功の素を得られたと評価してい
る。また、顧客の本質的な価値にたどり着く
まで無駄に開発費を投じないことにしてい
る。この段階で個々の取り組みに開発費を投
じてしまうと、多くの仮説を検証・再検討す
ることが難しくなってしまうからである。

フェーズ 3 の事業化検証では、厳選した仮

図2　オムロンにおける「事業創造プロセス」の基本的な考え方　
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出所）オムロン提供資料より作成
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ークを多数持っている人材が不可欠である。
さまざまな異種のものをつなぎ合わせ、新し
い価値を創造する能力も求められる。具体的
には、新しい価値に関する仮説について、顧
客と頻繁に議論しながら、その内容を検証し
つつ社内のさまざまな部門と連携し、形ある
ものへと昇華する能力である。

とりわけ、新規事業創造の初期段階では、
このような「バウンダリースパナー」と呼ば
れるような人材（本稿では「 0 → 1 人材」お
よび「 1 →10人材」とする）が重要な役割を
果たす。

一方、フェーズが後段に進み、量産段階に
まで事業が大きくなると、前述した既存事業
に求められるような人材、すなわち組織内で
の強固な人脈を持つような人材（本稿では

「10→100人材」とする）の役割が強く求めら
れる。つまり、新規事業創造においてはフェ
ーズごとに求められる人材は異なる。経営者
としては、こうした人材のポートフォリオを
意識的につくり出しておく必要がある。

しかしながら、日本企業では無から有をつ
くり出す「 0 → 1 人材」は圧倒的に少なく、
萌芽を軌道に乗せる「 1 →10人材」も決して
多くはない。とりわけ「 0 → 1 人材」の役割
は重要で、相当な労力を求められるにもかか
わらず、社内では日の目を見ないものである。
他方、量産後に事業を大きくした「10→100人
材」の活動は目立つため、組織では「10→100
人材」の成果が評価されがちである。このよ
うに、「 0 → 1 人材」は日本の企業文化に合
わず、浮いた存在になってしまっているケー
スが少なくない。

日本企業では、明文化はされていないが、
「10→100人材」のようにあうんの呼吸で理解

るにもかかわらず、一度決めたからといって
かたくなに当初の目標のまま運用するケース
が挙げられる。それはもはや管理のための管
理にすぎず、新規事業創造活動が硬直化して
しまう。そうならないよう、経営者は自社の
新規事業創造の各プロセスにおいて忖度が横
行していないか、無駄なゲートや形骸化した
KPIが残っていないかを今一度確認しておき
たい。報告のための報告や莫大な準備作業が
発生しているようであれば、そのようなプロ
セスから新規事業が創出されることは期待で
きない。

そうした硬直化、形骸化を避ける意味で
は、オムロンのように多産多死を前提に迅速
に回すこと、仮説が間違っていても間違いの
発見も成果として評価する姿勢が求められ
る。また、事業化する段階では、対象を厳選
したうえで思い切った投資と権限委譲を進め
るべきであろう。その際、経営者は新規事業
創造にかかる各種プロセスを段取りよく進め
ることに重きを置くのではなく、新規事業や
新たな価値を創造できるような運用になって
いるのかをハンズオンで確認し、支援するこ
とに重きを置くべきである。

4	 人材ポートフォリオの構築
最後に、大事なのは人材のポートフォリオ

を考えることである。事業ポートフォリオと
同時に、今後はさまざまな人材のポートフォ
リオが必要となるはずである。

既存事業の推進が得意な人材は、組織内の
ネットワークの中で品質を担保しつつ、組織
内の連携を強固に保ちながら進めることにな
るだろう。一方、新規事業創造においては、
部門間、さらに社外を含めた柔軟なネットワ
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業員教育を行っている企業は増えているもの
の、OJTとOff-JTが分離してしまっているケ
ースが散見される。研修などを通じてせっか
くデザイン思考を学んでも、実際の業務に活
用されなければ宝の持ち腐れである。企業は
教育と任用を常に組み合わせた人材育成を考
えなければならない。

そのため、新規事業を創造する「 0 → 1 人
材」を育てる場をつくり、Off-JTの場で人材
育成プログラムを学べるようにするのと同時
に、OJTで新規事業に参加して実践経験を積
めるような、Off-JTとOJTを連動させた人材
開発が求められる。さらに、そうした人材を
有効に活用するには、新規事業の立ち上げを
経験したい人材や、デザイン思考などの教育
を受けたい人材を可視化し、本人の意欲やキ
ャリア志向を考慮しながら、新規事業のプロ
ジェクトに円滑にアサインできるような任用
の仕組みを構築したいところである。

先行きが見えにくい今だからこそ、日本企
業はイノベーションの意義を再考し、新たな
成長機会を創造し、成長意欲を高めていくこ
とが求められる。新たな成長機会に対する取
り組みを推進できるのは、経営者だけである。
イノベーション再考の一手として、視点を変
え、視野を広げることを勧める。今見ている
顧客から少しズームアウトしてみたり、サイ
ロ化している部門から他部門や社外とのつな
がりに焦点を当ててみたりといったちょっと
した変革から、新たに取り組むべき課題を見
つけ出すこともできるのではないだろうか。

日本企業のポテンシャルは無限大である
と、筆者は考えている。イノベーションの推
進により、日本企業が市場創造力を強め、新

し合える人材、つまりハイコンテクストな文
化を理解できる人材の方が活躍しているよう
に感じられる。そのような同質性の高い組織
では、新規事業を生み出すことは難しいだろ
う。企業としては、成長に必要な人材ポート
フォリオを整理したうえで「 0 → 1 人材」を
意識的に確保、もしくは社内で育成・登用し
なければならない。そして、新規事業を創造
するプロセスでは、「 0 → 1 人材」の割合を
明示することを勧めたい。そのうえで社内に

「 0 → 1 人材」の役割を周知していくと同時
に、彼らのキャリアパスを具体化するのであ
る。

この点において、本シリーズ第 3 回で紹介
したAGCが推進している事業開拓部の役割
には示唆が多い。AGCは、新規事業を探る
事業開拓部を事業部門であるカンパニーとは
切り離して設置し、経営チームに直接レポー
トする体制を取っている。また、各カンパニ
ー内に事業開拓を担うチームを設置し、事業
開拓部が探ってきた事業の受け手の役割を担
っている。こうして育成段階の事業がカンパ
ニーに引き継がれる際、一定期間はコーポレ
ート部門がコストを負担するなど、新規事業
が既存事業の資産や能力を活用できるような
工夫が盛り込まれているのである。

今後、日本企業が新規事業を持続的に創造
していくには、このように「 0 → 1 人材」が
機能する組織（AGCにおける事業開拓部の
ような組織）の役割、すなわち、さまざまな
アイデアから事業の芽を創出する役割や、事
業部門に引き継いで事業を大きくする役割を
定義し、その重要性を的確に認知することが
必要である。

昨今、事業創造やデザイン思考といった従
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たな成長フェーズに入っていくことを願って
やまない。

注

三菱ケミカルグループ経営方針説明会（2024/11/ 
13）資料より
https://www.mcgc.com/ir/pdf/02119/02414.pdf
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